






























 

15 

 

第 5 章 ビジネス展開の具体的計画 

5-1 市場分析結果 

調査の結果、多くの分野で CM システム導入の可能性があることを確認できた（表 0-5）。 

       表 0-5 想定されるニーズと CM システム導入の可能性 

分野 想定されるニーズ CM システム導入の可能性 

全般 

・工業地域の集中排水処理施設の整備（新設）

と既設のオペレーション改善 

・排水処理施設の処理効率の改善 

・水使用量原単位の低減 

・低電力消費型の排水処理システム 

・調査の結果、既設設備の改善が必要な企

業が多いことが判明した。既に設備を建

設しており、資金的にも対応できる可能

性が高い。 

・工業団地でも未整備箇所がある。 

食品 

加工 

・高濃度の有機物を含む排水の処理 

・窒素除去 

・魚開き、カニ加工などは特に BOD が高

く、ベトナムで汎用となっている好気性

生物処理では処理が難しい 

紙 

パルプ 

・黒液の回収・利用 

・汚泥量の発生が少ない、コンパクトな排水     

処理設備 

・対策が最も遅れている業界で、30%の企

業が基準を満足しない排水を流してい

るといわれる。 

繊維 

染色 

・汚泥量の発生が少ない、コンパクトな排水

処理設備 

・染着率の低い天然繊維に用いられる染料の

分解技術 

・排水中の BOD や COD が共に高く、汎

用技術では処理が難しい。CM システム

の導入が期待できる業種である。 

           （出所：ヒアリング・調査により JICA 調査団が作成）  

対象地域ハイフォン市における具体的なニーズ 

 第 1 章で触れたとおり、対象地域としたハイフォン市ではベトナム政府の決定に基づいて、積極的

に環境対策を推進しており、「グリーン成長推進計画」では表 0-6 のような具体的実行計画を立て既に

一部は着手している。 

           表 0-6 水環境改善の具体的施策内容 

事業内容 実施主体 実施時期 評価指標 

市内 15 個所の病院を対象に、世銀の支援を

受け、排水処理設備を整備する 

 

保険局 

 

排水公社 

民間企業 

 

 

 

短期 

 

 

汚水処理率 

エネルギー削減率 

既存工業団地や中小企業群からなるクラス

ターにおいて、産業排水の適正処理を図る

ため、既存の排水処理設備の適正な管理運

営の実施、処理設備未整備の場合は整備を

促進する 

            （出所：ハイフォン市グリーン成長計画に基づき JICA 調査団が作成） 
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病院については、計画通り世銀の支援を受けて排水処理設備の整備に着手している。 

一方産業排水については、高濃度排水排出事業所が多く技術的に手詰まりの状況にある。 

  

今回の調査結果によれば、高 BOD 排出企業 190 箇所中設備対策済みはわずか 30 箇所という状況であ

る。 

また、排水処理設備を設置済みの事業所でも、臭気問題や仕様のアンマッチによる操業制約の発生な

ど、課題を抱えているところが多いことも明確になった。 

 

5-2 想定する事業計画及び開発効果 

現時点では表 0-7 のような事業展開を考えている。 

                表 0-7 事業計画案 

 2016 2017～2019 2020～ 

ODA 案件化調査 普及・実証事業 （別途 ODA 案件の受注） 

ビジネス 

展開 

現地提携企業の 

探索 

事業実施サイトを橋頭

堡として、セミナー・

設備見学会等による

PR 活動を展開 

・ハイフォン市内の個別排水対策案件

の受注拡大 

（既設排水処理設備の改造と新設の

二つの市場ニーズに対応する事業

展開を指向する） 

・ベトナム全土への本格事業展開 

 

 

事業計画 

 ・パートナー企業の確

定、技術提携や合弁契

約の締結 

・現地サポート体制の

確立 

     （出所：JICA 調査団作成） 

 

 現地パートナー企業を開拓して技術提携の上、現地製作を前提に事業展開する。 

 所要の原材料、資機材類は大半が現地調達できることなどから、自前での要員準備や資金準備

も抑えることが可能で、現地ビジネスには入りやすいと考えている。 

 これまでの調査結果から、設備納入後の設備の運転管理・維持管理が課題であることから、現

地でのサポート体制を確立する。これには既にベトナムに営業拠点を構えている日本企業との

協業をベースに進めていく考えである。 

 まだ体力が弱いベトナム企業にとって、排水処理設備に対する多額の投資はハードルが高い。

これに対しては、行政部門の訪日研修などを通して、過去の公害克服のための日本の補助金制

度や利子の優遇制度などを紹介することも検討したい。 
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